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包括外部監査の結果に基づく措置状況の公表について

平成２１年度包括外部監査の結果に関し、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法第２５２

条の３８第６項の規定により別紙のとおり公表します。



包括外部監査の結果に基づく措置状況

１．監査の種類

   包括外部監査

２．監査の対象

平成２１年度監査テーマ 

「水道事業および下水道事業に係る財務事務の執行について」

３．監査結果に基づく措置状況

監査結果に基づく措置状況については別紙のとおり















管理番号 2-(２)

回答所属

項　目

・包括外部監査による結果及び意見

・措置状況内容
【措置状況：平成24年1月末（一部措置済み）】
水道管路情報システムでは、下水道管理システムの背景図を使用することで共有化と地図更新等
にかかるコスト縮減を図っています。
　平成23年度末にはシステム構築完了に伴い、市内全域の管路情報（配水場からメーター・蛇口ま
での配水管情報・給水情報）のデータベース化が完了します。
これにより、効率的・効果的な管路更新を実現するアセットマネジメントの基礎資料とする事が可能
になります。
また、各所属のＧＩＳ端末で情報を共有する事で迅速な市民対応等の幅広い業務に活用することが
出来るようになります。
　今後、システム導入効果の拡大を目指して、情報精度の向上を図ると共に、維持管理費用の縮減
に取り組む必要があります。

包括外部監査結果及び意見に対する措置状況報告

上下水道局

固定資産

（２）水道管路情報システム（意見）
水道管路情報システムは平成20年度から平成23年度にかけて、総開発費約4億2千万円をかけて開発中のGIS
（地理情報システム）を用いた管路管理のための業務支援システムである。このシステムの整備の目的は次のとお
りである。
情報の正確性・即時性を高め、アセットマネジメント（=社会資本を長期的視点に立って、効率的・効果的に管理
運営するための体系化された実践活動）に用いる情報を提供する
断水影響の迅速な把握や配水水圧・水質の推定などによりサービスを高度化する
団塊世代職員が持つ高度な維持管理ノウハウを蓄積し、情報・技術を伝承する
(東大阪市上下水道長期基本計画より抜粋)
具体的には、給水原簿、配管網図、給水戸番図、仕切弁台帳、完工図、工事日報といったさまざまな書類によっ
てそれぞれ別々に管理されていた情報を電子化し、かつ配管データの縮尺を拡大して施設データと関連付けて
整備することにより、GISが有している機能を活用することで管路の一元管理を可能とするものである。このシステ
ムの稼動により見込まれる事業効果としては主に次のとおりである。
・ 即時のデータの更新が可能であり、検索・抽出・集計・統計・調査が容易となる
・ 最新の管路情報が把握でき、図面作成及び図面管理が正確かつ迅速となる
・ 水道事業以外（ガス・電気・下水道など）の工事情報を把握し情報伝達を改善する
・ 断水による影響の即時判断などが可能となる
・ 窓口業務を効率化させ市民サービスを向上させる
・ 将来的に予定されている配水地域のブロック管理を容易にする
当該システムはシステム管理室を水道庁舎内に新設し、そのシステム管理については業者に委託して行うもので
あって、かつて平成11年度に財政的な理由により一旦整備を中断したものを平成20年度から再整備しているもの
である。稼動後に見込まれる維持管理費用については、業務委託方法にもよるが、年間あたりおよそ28百万円程
度が見込まれている。
なお、下水道事業においてもGISを用いたシステムの開発を予定していることから、今後、水道事業と下水道事業
の地図情報を共有したソフト機能維持にかかる業務の統一化を図るといった効率的な維持管理を検討するととも
に、当該システムの導入目的であるアセットマネジメントを実現することによって高額なシステムを構築したことに
見合うだけの経営改善効果や、市民サービスの向上をどのように図っていくのかについても検討する必要がある。
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管理番号 2-(3)

回答所属

項　目

・包括外部監査による結果及び意見

・措置状況内容
【措置状況：平成24年1月末（未措置）】
若江東町資材置き場用地は、本市唯一の臨時撤去管置き場及び新規資材置き場です。資材置き場
として形状は更地が必須のため、活用方法は制約される為、土地活用の有効利用方法を現在調査
中であり、今後活用方法を検討して参ります。また、減損会計の適用につきましては、法令改正に伴
い帳簿価額を減額しなければならないことは認識しておりますので、法令等に従い対応して参りま
す。

包括外部監査結果及び意見に対する措置状況報告

上下水道局

固定資産

（３）遊休土地（意見）
水道事業が所有する土地について土地台帳を通査したところ、若江東町資材置き場用地（1,956㎡）
が遊休地となっていることが確認された。
若江東町資材置き場用地1,956㎡は、平成3年度に679,572千円で資材置き場用地として取得されたも
のであり、取得後平成16年7月までは資材置き場として使用されていたものの、現在では遊休地となっ
て東大阪市少年硬式野球協会の硬式野球練習場に用いられているものである。
若江東町資材置き場は、水道事業が所有している複数の資材置き場用地が昭和61年から平成4年に
かけて相次いで警察署、消防署、図書館などの公の施設の建設用地として売却されたため、それらに
代わる資材置き場用地として平成4年に土地開発公社を通じて教育委員会より取得したものである。取
得後、平成16年7月までは当初の目的どおり資材置き場として使用されていたが、その後、水走配水
場用地の一部が更地となり、そこがより資材置き場として適していたために、若江東町資材置き場用地
を資材置き場の用に供する必要性がなくなり、硬式野球練習場に転用したものである。なお、このよう
に転用方法を野球場のグラウンドとしているのは、いつでももとの資材置き場として利用できる状態にし
ておくためであり、また、震災時の緊急非難場所を確保しておくという趣旨もある。
このような遊休となっている資材置き場は若江東町資材置き場以外にも玉串資材置き場1,020㎡が存
在するが、これについては平成22年2月に売却済みである。
しかしながら若江東町資材置き場については、水道事業としては将来に備え現状を維持する方針で
はあるが、今後より有効な活用方法の検討を行うべきである。
なお、地方公営企業の会計制度について検討している総務省の地方公営企業会計制度等研究会が
平成21年12月に公表した報告書（案）によれば、基本的な方針として新たに減損会計を導入することと
している。
減損会計とは、資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、回収可能性を
反映させるように帳簿価額を減額する会計処理である。
仮に減損会計が適用されることとなった場合、若江東町資材置き場は回収可能価額（正味売却価額も
しくは割引後将来キャッシュ・フローのいずれか高い金額）まで帳簿価額を減額しなければならない可
能性がある点に留意する必要がある。
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管理番号 2-(1)-①

回答所属

項　目

・包括外部監査による結果及び意見

・措置状況内容
【措置状況：平成24年1月末（措置済み）】
過年度実績調書の額をもとに、平成２１年度に固定資産台帳へ計上いたしました。

包括外部監査結果及び意見に対する措置状況報告

下水道部

固定資産

①固定資産台帳への計上漏れ（結果）
土地台帳と固定資産台帳を突合した結果、土地台帳に金額が記載されていなかったために、下記の
土地が固定資産台帳及び貸借対照表に計上されていないことが判明した。
ア）高井田ポンプ場用地
当該土地は高井田ポンプ場用地として使用されており、土地台帳にも記載されていたが、土地台帳に
金額の記載がなかったために固定資産台帳には計上されていなかった。
高井田ポンプ場は大阪市の放出処理区に属しており、東大阪市内の下水道事業認可区域面積の
7.6%をカバーし、放出処理場に汚水を送水するとともに、雨水を平野川に放出する役目を負うポンプ
場であって昭和41年から供用開始されている。
さらに、高井田ポンプ場は合流式下水道の課題とされる水質の改善にも取り組んでおり、合流式下水
道改善事業の対象としてポンプ井のドライ化やスクリーン網の縮小化、さらに将来的には初期雨水を
一時的に蓄積する貯留施設管を追加する予定であるなど、東大阪市の下水道事業の基幹施設のひと
つである。
このように下水道事業に供されている重要な下水道施設でありながら、その土地が固定資産台帳への
計上漏れにより簿外資産となっていたため、当該土地の取得原価についてさらに調査を依頼したとこ
ろ土地売買時の契約書が発見され、その結果、昭和38年に取得し、取得面積3反、取得原価41,400千
円であったことが判明した。
イ）宝町処理場用地
当該土地は大阪府の宝町流域調節池と市の流域調節池を合築しており、土地台帳にも記載されてい
たが、土地台帳に金額の記載がなかったために固定資産台帳には計上されていなかった。
当該土地が固定資産台帳に計上漏れとなっており簿外資産となっていたため、当該土地の取得原価
についてさらに調査を依頼したが土地売買時の契約書は発見されなかった。しかしながら、下水道部
の過去の内部資料である過年度実績調書に当該土地の取得面積及び取得価額が記載されており、
それによると昭和38年に取得し、取得面積9,141㎡、取得原価38,512千円であったことが判明したが、
これ以上の資料は確認できなかった。

ウ）中小阪資材置き場
当該土地は当初都市下水路のポンプ排水施設用地として取得されたものであるが、大阪府寝屋川南
部流域下水道が都市計画決定を受けたことに伴い当該ポンプ建設計画が中止となり、現在は下水道
工事時に発掘された埋蔵文化財の保管用地として使用されている。当該土地については、土地台帳
にも記載されていたが、土地台帳に金額の記載がなかったために固定資産台帳には計上されていな
かった。
当該土地が固定資産台帳に計上漏れとなっており簿外資産となっていたため、当該土地の取得原価
についてさらに調査を依頼したが土地売買時の契約書は発見されなかった。しかしながら、下水道部
の過去の内部資料である過年度実績調書に当該土地の取得面積及び取得価額が記載されており、
それによると昭和40年に取得し、取得面積2,103.9㎡、取得原価14,903千円であったことが判明した
が、これ以上の資料は確認できなかった。
エ）まとめ
上記ア）～ウ）の土地については、公営企業会計移行時の開始貸借対照表に漏れなく計上されるべき
であったが、法適用時の土地に対する調査が十分ではなかった事実は否めない。今回取得原価を把
握するにあたっては過年度実績調書を用いたが、これは管路資産の把握の際の補完資料としても用
いられたものであって土地の評価額の把握資料としても有効であると考えられる。よって、当該土地に
ついては過年度実績調書の額をもとに、固定資産台帳に速やかに計上する必要がある。
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管理番号 3-(１)-①

回答所属

項　目

・包括外部監査による結果及び意見

・措置状況内容
【措置状況：平成24年1月末（一部措置済み）】
資本費平準化債については、予算要求時において財政課と協議して発行額を決定しています。たと
え発行年度の交付税は減額になっても、後年度において交付税措置され、その雨水にかかる分に
ついては一般会計繰出金として計上され、下水道事業債の返済分に充当しています。
長期的に持続可能な経営基盤を確立するため、コスト削減や収入確保に努め、その結果生み出し
た利益は減債基金等へ積み立て、企業債の返済に充当し、負債の軽減に取組んでおります。

包括外部監査結果及び意見に対する措置状況報告

下水道部

会計

①下水道事業における市債の充当率（意見）
下水道事業の市債残高は1,800億円を上回る水準であり、多額の返済資金が必要となっている。返済資金の見込
みを確保しないまま、従来どおりの市債充当率による発行額を続けていては長期にわたり持続可能な経営基盤の
確立は不可能である。
市債の発行方針に記載したとおり、市は市債の充当率を元に下水道事業債を発行してきており、平成20年度に
公営企業会計へ移行後も基本方針は変わっていない。
一方、資本費平準化債は、平成20年度の会計以降を契機に予算編成時に当該年度の必要資金額を勘案しなが
ら発行しているとしながらも、完全には実施できていない。というのは、資本費平準化債は、発行額の50％を発行
年度の事業費補正（元利償還金に対する措置額）の合計から控除し、控除した額に対しては後年度の事業費補
正において措置するという交付税措置が設けられていることから、下水道事業会計のみで発行額を決定できず、
財政課との協議の中で発行額を決めていくという事情があり、平成20年度は約9億円という発行額に抑えられてい
る。
下水道事業会計は、雨水公費・汚水私費という原則の下、使用料を大きく上回る一般会計からの繰出金が大きな
財源になっていることから、完全な独立採算制を前提にした資金計画を立てることは困難である。しかし、公営企
業会計に移行したということは、従来以上に独立採算制の考え方が重視されるため、継続的かつ安定的な運営の
ために中長期的な資金計画を立てた上で、市債の発行額を決定することが必要不可欠である。
平成20年度において、従来の官公庁会計から企業会計へ移行したことにより、発生主義に基づく期間損益計算と
いう観念が取り入れられた。そこでは、現金支出があってもそれがすべてその年度の費用とはならず、翌年度以
降の収益に見合う部分が資産として繰り延べられることとなる。例えば、建設改良のように、その支出の効果が数
年間にわたって持続するもの（固定資産）については、企業会計ではその年度の費用とはされず、翌年度以降に
繰り延べられ、固定資産の耐用年数にわたり期間損益計算の費用（減価償却費）として計上される。
この減価償却費の計上により、固定資産の更新資金を蓄えておくこと（内部留保）が可能となることから、今後の固
定資産の更新に当たっては、内部留保である自己財源の状況を勘案しながら市債の充当率を決定することが必
要である。そして、市債の充当率の決定に当たっては、中長期的な事業計画に沿った資金計画の中で決めていく
こととなるが、その際、将来の市債の発行予定額や使用料収入も見積もった上で、市債の将来負担を推計、つま
り、返済資金をどのように確保し、何年で返済可能かという資金繰りを検討することが必要である。さらには、収入
だけでなく、コスト削減による支出の抑制も資金計画において反映させた上で、長期的に持続可能な経営基盤の
確立を目指す必要がある。
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